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宮崎市旅費計算等業務委託仕様書

１ 業務名

宮崎市旅費計算等業務委託

２ 業務委託の目的

本市では、限られた人的資源を有効活用し、職員が重要課題に注力できる環境を整える

ため、令和 8年 4月に内部系共通事務を集約する「総務事務センター」を開設する。本業
務は、職員が公務で旅行する際に要する旅行命令書案の作成及びチケット手配等の付随業

務を専門業者へ委託することで、職員の事務負担を軽減し、本来従事すべき業務に専念で

きる環境を整備することを目的とする。また、専門的知見を活用することで、旅費規定に

則った適正かつ正確な旅費算定を行うとともに、より経済的なプランの利用促進による旅

費の低廉化を図る。

３ 委託業務の概要

（1）旅行命令書案の作成
宮崎市旅費支給条例及び関係規定に基づく、市長等の特別職や議員及び一般職の職

員並びに職員以外の者が公務のために旅行する際の旅行経路及び旅費を記載した旅行

命令書案の作成。

ただし、宿泊を伴わない市内旅行、宿泊を伴わず公用車のみ利用する市外旅行は、

委託業務の対象外とする。

（2）旅行命令書案に基づくチケット等の予約、発券及び配達
（１）で作成した旅行命令書案に基づいた、鉄道乗車券、特急券、急行券、グリー

ン券、指定席券、高速バス乗車券、船舶乗船券、航空機搭乗券及び宿泊施設利用券等

（以下「チケット等」という。）のうち、受託者において取り扱い可能なものについ

て、旅行者から手配依頼があった場合の予約、発券及び配達。

（3）旅行内容の変更、旅行の中止等に伴う変更業務
（２）で予約及び発券後のやむを得ない理由により旅行内容に変更が生じた場合及

び旅行を中止した場合における予約及び発券の変更手続き並びに旅行命令書と異なる

旅行経路や宿泊先を利用した場合及び旅行の中止後の旅行命令書の変更案（以下「変

更旅行命令書案」という。）の作成。

（4）委託業務の実績報告
委託業務に付随する報告書の作成。

４ 履行期間

委託業務の履行期間は令和８年４月１日（水）から令和９年３月３１日（水）までとす

る。

５ 受託者の条件

受託者は、次に掲げる条件のいずれにも適合している者又はその者と委託された業務の

チケット等の手配に関する業務について法令に適合した業務提携をしていることを証明で

きる者であること。

（１）旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第３条に規定する旅行業又は旅行業者代理

業として、観光庁長官登録を受けた者であること。

６ 旅行命令書案の作成業務について

（１）旅行命令書案を作成する場合は、次に定める旅費に関する本市の規定（以下「旅費

規定」という。）に沿って行う。
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ア 「宮崎市旅費支給条例」

イ 「宮崎市旅費支給条例施行規則」

ウ 「宮崎市旅費取扱マニュアル」

（２）受託者は、旅行命令を発する所属の長、当該所属の庶務担当者又は旅行者（以下

「旅行者等」という。）から、旅行の用務地、日程、旅行者等を記載した旅費積算依

頼票（様式１）の送達を受けた場合は、旅費規定に沿った旅行経路及び旅費を算定し、

その内容を記載した旅行命令書案（様式２）及び見積書を作成し、送達を受けた翌日

（旅行者等が記載した旅費積算依頼票に必要な情報が不足している場合は、必要な情

報が満たされた送達を受けた翌日）から起算して、３営業日後までに旅行者等に返送

しなければならない。

（３）旅行命令書案に旅行経路を記載するのが難しい場合は、別途、行程表を作成して添

付すること。

（４）旅行命令書案は旅費積算依頼票（様式１）ごとに作成し、順に番号を付すこと。

（５）鉄道賃、船賃、航空賃、車賃は、旅費規定に沿って旅費計算時に利用可能な割引制

度を利用して旅費を計算すること。ただし、航空機を利用する旅行にあっては、委託

者が指定する格安航空会社は原則利用しないこととする。

（６）受託者は、宿泊を伴う旅行にあって、旅行者等があらかじめ宿泊施設を指定した場

合を除き、経済性と旅行者の利便性を考慮した宿泊施設を旅行者等へ提示すること。

なお、２泊以上の旅行で宿泊地が異なる場合は、その宿泊地ごとに同様に提示し、そ

れぞれの宿泊施設の料金、朝食及び夕食の有無等について旅行者等に明示すること。

また、旅行者等が旅行命令書案を承認する前に、旅行者等が選択した宿泊施設を反映

した旅行命令書案の提示を求められた場合は、求めに応じ旅費計算した旅行命令書案

を旅行者等へ提示すること。

（７）宿泊を伴う旅行で、かつ往路・復路ともに同一経路を利用する旅行は、航空賃等

（往復）と宿泊施設利用料を合算した額となる企画旅行（以下「宿泊パック」とい

う。）を提示し、旅行者等に選択させること。

ただし、繁忙期（１２月２５日～１月４日、３月２５日～４月５日、４月２８日～

５月６日、７月１３日～８月１６日）又は旅行者等の責めにより出発日の前日から起

算して１０日前までに旅行経路が決定できなかった場合はこの限りでない。

（８）受託者は、前号の規定に基づく場合は、旅行者等に対し経済性と旅行者の利便性を

考慮した宿泊パックのプランをすること。また、宿泊パックのプランの料金、朝食及

び夕食の有無、航空券等と宿泊施設の手配を別々に行った場合の料金について、旅行

者等に明示すること。

（９）受託者は、次のいずれかに該当する場合は変更旅行命令書案を作成すること。

ア 旅行者等から、旅行出発前に公務上の理由等により既に作成された旅行命令書に

記載のある旅行経路と異なる旅行経路へ変更する必要が生じたことにより、変更旅

行命令書案の作成の依頼があった場合

イ 旅行者等から、旅行出発後に公務上の理由等により既に作成された旅行命令書と

異なる旅行経路で旅行を行ったことにより、変更旅行命令書案の作成を依頼された

場合

ウ 受託者が旅費規程に反する旅行命令書案を作成した場合

（10）前号までの旅行者等と受託者間の連絡は、原則月曜日から金曜日（祝日及び１２月
２９日から１月３日までを除く。）の午前８時４５分から午後４時３０分までの間に、

電子メール等で行うものとする。ただし、緊急を要する場合等はこの限りでない。

（11）受託者は、旅行者等が作成した旅費積算依頼票に必要な情報が不足している場合は、
不足箇所を明示した上で旅行者等に連絡し確認すること。

（12）次に掲げる旅行は、受託者は旅行命令書案を作成することを要しない。
ア 宿泊を伴わない市内旅行
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イ 宿泊を伴わず公用車のみ利用する市外旅行

（13）受託者は、旅費規定に沿わない誤った旅行命令書案を作成し、これに基づき旅行が
行われた場合、誤った旅行命令書案を作成したことについて相当の理由があると委託

者が認める場合を除き、旅費規定に沿った旅費を超える額を受託者が負担しなければ

ならない。また、既に旅行者へ旅費の支給が行われている場合は、旅費規定に沿った

旅費を超える額を委託者へ返還しなければならない。

（14）受託者は、旅行経路案の作成及び旅費の計算について疑義が生じた場合は、速やか
に委託者（別途指定する所管課）に確認し、その指示に従うこと。

７ チケット等の予約、発券及び配送業務について

（１）旅行者等は、６（１０）に規定する方法で、受託者に対し速やかに旅行命令書案に

ついて承認するか否かを返信すること。

（２）受託者は、前号の規定に基づき旅行者等から旅行命令書案の承認を得た後、旅行に

必要なチケット等のうち、受託者において取り扱い可能なものについて、旅行者等か

ら手配依頼があった場合の予約、発券を行い、旅行日の前日までに旅行者に電子メー

ル等で配送すること。また、電子メール等による配送が難しい場合は別の手段を講じ

ること。

（３）チケット等の配送に関しては受託者と旅行者等の間で十分に調整し、原則として旅

行者に直接行わなければならない。ただし、やむを得ない場合は旅行者の所属する課

（室）の他の職員に行うことができる。

（４）次に該当する場合は、（２）の規定に関わらず、受託者は旅行者等に対しチケット

等の予約、発券及び配達することを要しない。

● 特別な理由によりチケット等の手配が困難な場合であって、委託者の承認を得た場

合

（５）受託者は、チケット等を引き渡す際には、旅行者等に電話確認するなどの方法でチ

ケット等の授受に関して疑義が生じないよう努めること。

（６）受託者が手配したチケット等の代金は、委託者が受託者の口座（受託者が本市に登

録している口座）に原則として当該旅行の終了日の翌日から起算して３０日以内（当

該日が閉庁日の場合はその翌日）に、直接振り込むものとする。

８ 旅行内容の変更、旅行の中止等に伴う変更について

（１）受託者が、７（２）に基づきチケット等の予約・発券を行った後、旅行者等から旅

行内容について旅行出発前に公務上の理由等により変更の依頼があった場合は、受託

者は、依頼に基づき予約・発券の変更を行うこと。

なお、手配依頼したチケット等旅行代金に係る運送及び宿泊機関等の取消料（キャ

ンセル料）等は、委託者から受託者に対して取消日に応じた料金をその都度支払うも

のとし、その支払日は７（６）に準ずるものとする。

（２）旅行中止や旅行経路の変更に伴い既に受託者に支払われたチケット等の代金に差額

（余剰）が生じた場合は、受託者はキャンセル料等を控除した残額を本市の指定する

方法により返金（戻入）しなければならない。

９ 業務実績の報告について

（１）受託者は、毎月１４日までに、前月分の①業務完了届（様式３）及び②業務実績内
訳書（様式４）に、当該月に作成した③旅行命令書案、変更旅行命令書案の写し及びこ
れに係る④旅費積算依頼票（様式１）の写し全てを添えて委託者（別途指定する所管課）
に報告しなければならない。

（２）前号に規定する業務実績内訳書、旅行命令書案、変更旅行命令書案の写し及び旅費

積算依頼票（様式１）の写しの提出は、電子媒体での提出に代えることができる。
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10 成果物について

（１）受託者は、次に掲げる成果物の提出及び内容の報告を令和９年３月３１日(水)まで
に市に行うこと。

● 業務完了報告書

● 本委託業務において作成したマニュアル等

● 委託業務引継書

（２）成果物の著作権、所有検討の権利は、全て委託者に帰属するものとする。また、委

託者は、成果物の全てについて、業務に必要な範囲で改変し、二次利用する権利を有

する。

11 業務の引継ぎ

（１）受託者は、次期契約者が他の業者に変更される場合は、変更後の業務が円滑に執行

されるよう、契約期間満了前１か月の期間において次期契約者に対して業務の引継ぎ

を行わなければならない。

（２）前号の業務の引継ぎは、受託者が作成し、委託者の承認を得た委託業務引継書を使

用して行うこと。

12 その他

（１）受託者は、業務委託契約後、速やかに委託された業務の責任者及び従事者を定め、

業務従事体制届出書（様式５）により委託者に届け出なければならない。

（２）業務委託契約日から令和８年（２０２６年）３月３１日までは準備期間とし、契約

期間開始後の業務委託の円滑な履行のための準備を進めること。

（３）受託者及び委託者は、定期的に業務打合せを行い、業務委託の円滑な履行及び旅費

事務の効率化に努めること。

（４）受託者は、業務委託履行期間中に本市の旅費規定（様式１及び様式２を含む。）が

改正された場合は、改正された旅費規定に従い業務を履行すること。この場合におい

て、必要があるときは、委託者及び受託者が協議の上で業務の仕様変更や契約の変更

を行うものとする。

（５）受託者は、本業務を実施する上で知り得た秘密について、委託期間終了後も含め、

不当な目的に利用したり、第三者に漏らしたりしてはいけない。また、本業務遂行に

当たっては、「宮崎市個人情報の保護に関する法律施行条例(令和 4年条例第 28号)」
及び「宮崎市情報セキュリティポリシー」(宮崎市ホームページに公開)を遵守すること。

（６）業務委託の流れは、別紙業務フロー図を参照すること。

（７）チケット等旅行代金に係る運送及び宿泊機関等の取消料（キャンセル料）等は、委

託者から受託者に対して取消日に応じた料金を７（６）に基づいて支払うものであり、

業務委託料には含まれない。

（８）この仕様書に定めのない事項は、委託者及び受託者が協議の上これを決定するもの

とする。

13 業務量について

参考として、直近３年間の旅費支出件数（宿泊を伴わず、公用車および私用車を使

用した旅行にかかる旅費を除く）を掲載する。
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年度別旅費支出件数（単位：件）

※（）内は外国旅行分

R7想定 R6 R5 R4
普通旅費 年間 1,080

（24）
1,109
（18）

1,016 651

月平均 90
（2）

92
（2）

85 54

研修旅費 年間 120 115 116 94

月平均 10 10 10 8

費用弁償 年間 360 399 199 160

月平均 30 33 17 13

合計 年間 1,560
（24）

1,623
（18）

1,331 905

月平均 130
（2）

135
（2）

112 75
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（様式３）

業務完了届（ 年 月分）

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者 住所

氏名

下記の業務について、 年 月分が完了しましたのでお届けします。

記

１委託業務名

２履行場所 宮崎市
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（様式４）

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者

業 務 実 績 内 訳 書（ 年 月分）

旅行

命令書

No

作成

依頼

課

作成

依頼

日

作成

日

主な目的地

出発地
旅行

者数
出発日

宿泊

数

交通手段 旅費

（旅行者が複数の場合は、旅行者ごと

に記載）

旅券

手配

額

本人

支給

額

宿泊

パック

の有無
都道府県 市区町村 航空機 JR 交通費 日当 宿泊料 総額

月計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─
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（様式５）

業務従事体制届出書

年 月 日

宮崎市長 （宛）

受託者 住所

氏名

下記のとおり、業務従事者を定めましたのでお届けします。

記

※ １ 業務に従事する者の氏名及び当該業務又は類似業務に従事した経験年

数等を記載すること。旅行命令書案作成業務は、業務の遂行に支障が

出ないよう、できる限り複数の者を充てること。

※ ２ 補充予定者とは、担当者が病気・退職等のやむを得ない理由により当

該業務に従事ができない場合に、担当者に代わって業務を行う者をいう。

担当者氏名等※１ 補充予定者※１※２

業務責任者

旅行命令書案作成業務
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旅費業務フロー図


